
2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

1
産業労働部 企業振興課 2022年

  4月1日
令和４年度成長産業サプライチェーン強化支援
事業業務委託 40,000,000

長崎市出島町２番１１号
公益財団法人　長崎県産業振
興財団
理事長　廣田　義美

本事業は、県内ものづくり企業の個々の強みを活かせ
る連携体制の構築や新分野進出に必要な技術的なアド
バイス、県外企業との取引あっせん等、グループごと
に適した手法を企業と一緒に考え実施していく伴走型
支援により、県内外需要を獲得し、県内企業への波及
効果を高めるとともに売上拡大を図ることが求められ
る。
これを満たす委託先は、県内企業の発展支援、新事業
の創出支援及び研究開発支援等を総合的に行い、本県
経済の振興と雇用の創出に資することを目的とし、コ
ーディネート機能を有する等、効果的に目的の達成及
び事業を実施できる体制があり、かつ、豊富な県内外
企業の情報を持つ、公益財団法人長崎県産業振興財団
しかないため。

第167条の2第1項
第2号

2
産業労働部 企業振興課 2022年

  5月16日
航空機産業にかかる販路開拓等支援業務委託

22,110,000
長崎市桜町５番３号
双日九州株式会社機械・開発
部長崎支店
支店長　木本雅之

本事業は、世界的に拡大する航空機市場において、国
内外の需要を獲得し、県内航空機産業の事業拡大を図
るものである。新たな販路を開拓するためには、国内
外の商取引など最新情報をキャッチするとともに、航
空機関連部品特有の品質保証について供給・物流・保
管等の資格を有するなど、製造から納品に至るまで一
貫して精通している必要がある。また、県内企業の新
規参入を促進するためには、委託先が県内企業情報に
精通しているとともに、県と委託先が打ち合わせや情
報共有を頻繁に行えること、今後の航空動向を把握し
、さらに大手重工はもとより海外メーカーとの繋がり
がないと達成できない内容である。この条件を満たす
委託先は、国内外にネットワークを有する総合商社の
うち、グループ内に航空専門商社を有し、県内に支店
がある同社に限られる。

第167条の2第1項
第2号

3
産業労働部 企業振興課 2022年

  5月25日
業種特化型合同企業の啓発に伴う掲載業務

8,000,000
長崎市茂里町３－１
株式会社　長崎新聞社
代表取締役社長　徳永　英彦

当該情報誌ＮＲは県内の若者をメインターゲットに、
業界案内や県内企業に勤める若手社員の声を掲載し、
県内就職に関する情報発信を行っている。
掲載媒体の発行元である株式会社長崎新聞社について
は、同社が発行する長崎新聞の占有率が県全体で約半
数を占めており、情報誌ＮＲは同新聞に折り込まれる
ほか、県内の全高校生や大学生にも配布されている。

また、ＮＲに情報を掲載することで、学生や保護者層
に効果的に訴求することができる。
よって、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２
号により随意契約とし、長崎県財務規則第１０６条第
２項により１者見積もりとする。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

4
産業労働部 企業振興課 2022年

  9月13日
長崎デザインアワード2022における選定委員会
等の運営及び受賞商品の販路開拓に関する業務
委託

6,099,500
長崎市五島町３－１３
株式会社マルクス・インター
ナショナル
代表取締役社長　伊藤　庸輔

　本契約は、デザイン性を活かして売上拡大を図るた
め、新規顧客獲得に向けたＥＣサイトへの出店や県内
及び大都市圏のセレクトショップ等との商談など販路
拡大への支援を一貫して行うものであるが、本県はＥ
Ｃサイトの出店など販路拡大に関する知見やノウハウ
を有していない。
　そのため、民間事業者より企画提案を募り、その内
容の優劣により委託先を選定する事が適当であり、競
争入札には適さない。
　よって、地方自治法施行令第167条の２第１項第
２号により随意契約とし、長崎県財務規則第106条
第２項の規定により１者見積とする。

第167条の2第1項
第2号

5
産業労働部 企業振興課 2023年

  1月17日
業種特化型合同企業の啓発に伴う掲載業務（追
加掲載分） 2,000,000

長崎市茂里町３－１
株式会社　長崎新聞社
代表取締役社長　徳永　英彦

当該情報誌ＮＲは県内の若者をメインターゲットに、
業界案内や県内企業に勤める若手社員の声を掲載し、
県内就職に関する情報発信を行っている。
掲載媒体の発行元である株式会社長崎新聞社について
は、同社が発行する長崎新聞の占有率が県全体で約半
数を占めており、情報誌ＮＲは同新聞に折り込まれる
ほか、県内の全高校生や大学生にも配布されている。

また、ＮＲに情報を掲載することで、学生や保護者層
に効果的に訴求することができる。
よって、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２
号により随意契約とし、長崎県財務規則第１０６条第
２項により１者見積もりとする。

第167条の2第1項
第2号

6
産業労働部 産業政策課 2022年

  4月8日
長崎県事業復活支援給付金支払審査等業務委託

19,617,730
長崎市万才町３番１３号
株式会社　日本旅行　長崎支
店
支店長　内野　弘樹

まん延防止等重点措置の適用に伴う営業時間短縮要請
等の影響により、売上が減少している県内事業者に対
し、国の事業復活支援金に上乗せして給付金を給付す
る。事業収入が減少した中小法人・個人事業者に対し
て、事業の継続・回復に向け、給付金を速やかに支払
う必要があることから、随意契約による見積もり合わ
せとする。

第167条の2第1項
第5号

7
産業労働部 産業政策課 2022年

  8月8日
長崎県省エネルギー等設備導入補助金支払審査
等業務委託 7,606,599

東京都新宿区新宿４－３－１
７
株式会社ウィルエージェンシ
ー
代表取締役　須田　純一

新型コロナウイルス感染症の影響に加えて、原油価格
・物価高騰などの影響を受けている県内事業者の省エ
ネルギー対策を推進するため、性能の優れた省エネル
ギー設備や生産設備導入に対し、補助金を交付する。
経営に影響を受けている県内事業者に対して、事業の
継続・回復に向け、長崎県省エネルギー等設備導入補
助金を速やかに支払う必要があることから、随意契約
による見積合わせとする。

第167条の2第1項
第5号

8
産業労働部 産業政策課 2022年

  11月10日
長崎県小規模省エネルギー設備等導入支援事業
費補助金支払審査等業務委託 25,677,410

東京都新宿区新宿４－３－１
７
株式会社ウィルエージェンシ
ー
代表取締役　須田　純一

コロナ禍に加えて、原油価格・物価高騰などの影響を
受けている幅広い県内事業者の省エネルギー対策を推
進するため、性能の優れた省エネルギー設備の導入等
に対する支援を実施する。コスト増加は一時的なもの
に留まらないことも懸念され、影響を受けている中小
法人・個人事業者に対して、長崎県小規模省エネルギ
ー設備等導入補助金による支援を速やかに行う必要が
あることから、随意契約による見積合わせとする。

第167条の2第1項
第5号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。
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9
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  4月4日
離職者等再就職訓練事業「介護福祉士養成科Ａ
」委託 10,626,000

長崎市上銭座町11-8
こころ医療福祉専門学校
校長　藤原　善行

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、介護福祉士資格の取得を目的とする
長期高度人材育成コースとして実施するものであり、
当該資格を取得するための訓練を実施できる団体は、
社会福祉士及び介護福祉士法第４１条により、厚生労
働大臣が指定する養成施設に限定されている。
このため、随意契約（法令等で特定）で実施するもの
である。

第167条の2第1項
第2号

10
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  4月4日
障害者特別職業訓練「麺製造科・ポステック科
」委託 2,640,000

諫早市福田町357番地15
社会福祉法人南高愛隣会
理事長　田島　光浩

本訓練は、国が定める実施要領において、障害者の雇
用の促進等に関する法律第４９条第１項第７号の規定
に基づく昭和５５年労働省告示第９３号「厚生労働大
臣が定める教育訓練の基準」に適合すると認められた
施設に委託するものとされている。
知的障害者・発達障害者を対象とした訓練を行う施設
で、現在、県内において当該基準に適合すると認めら
れた施設は当該施設以外にはなく、随意契約（法令等
で特定）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

11
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  4月5日
離職者等再就職訓練事業「介護福祉士養成科Ｂ
」委託 5,313,000

長崎市大黒町2番3号
長崎医療こども専門学校
校長　松添　邦廣

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、介護福祉士資格の取得を目的とする
長期高度人材育成コースとして実施するものであり、
当該資格を取得するための訓練を実施できる団体は、
社会福祉士及び介護福祉士法第４１条により、厚生労
働大臣が指定する養成施設に限定されている。
このため、随意契約（法令等で特定）で実施するもの
である。

第167条の2第1項
第2号

12
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  4月8日
離職者等再就職訓練事業「ITライセンス科」委
託 5,313,000

諫早市津久葉町5-119
職業訓練法人　西九州情報処
理開発財団
理事長　大久保　潔重

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、応用情報技術者試験の合格を目的と
する長期高度人材育成コースとして実施するものであ
り、国が定める実施要領において、委託先訓練機関の
選定にあたっては、就職率、就職支援への取り組み状
況、実施見込み等を踏まえること等とされている。
このため、公募型企画コンペ方式を採用し、応募があ
った訓練機関及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就
職支援を適切に実施できる体制を備え、求職者の応募
・就職が見込まれる訓練科目と認められるものを選定
する随意契約（コンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。
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13
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  5月9日
離職者等再就職訓練事業「介護員（実務者）養
成研修科」委託 4,158,000

長崎市上銭座町11-8
こころ医療福祉専門学校
校長　藤原　善行

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取り組み状況、実施見込み等を踏まえること、②
訓練コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職
が見込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特
性に応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等
とされている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

14
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  5月9日
離職者等再就職訓練事業「ITビジネス基礎科」
委託 3,960,000

長崎市出島町5番2号
株式会社　メトロコンピュー
タサービス
代表取締役　川崎　孝

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。
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15
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  5月9日
離職者等再就職訓練事業「簿記実践科」委託

3,564,000
長崎市淵町2-25
長崎ダイヤモンドスタッフ株
式会社
代表取締役社長　大熊　稔幸

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取り組み状況、実施見込み等を踏まえること、②
訓練コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職
が見込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特
性に応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等
とされている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

16
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  5月9日
離職者等再就職訓練事業「ビジネスパソコン・
経理事務科」委託 2,772,000

長崎市五島町１-１７
学校法人　山口学園
理事長　山口　隆

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取り組み状況、実施見込み等を踏まえること、②
訓練コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職
が見込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特
性に応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等
とされている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

17
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  5月9日
離職者等再就職訓練事業「ITビジネス科」委託

5,148,000
諫早市津久葉町5-119
職業訓練法人　西九州情報処
理開発財団
理事長　宮本　明雄

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、応用情報技術者試験の合格を目的と
する長期高度人材育成コースとして実施するものであ
り、国が定める実施要領において、委託先訓練機関の
選定にあたっては、就職率、就職支援への取り組み状
況、実施見込み等を踏まえること等とされている。
このため、公募型企画コンペ方式を採用し、応募があ
った訓練機関及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就
職支援を適切に実施できる体制を備え、求職者の応募
・就職が見込まれる訓練科目と認められるものを選定
する随意契約（コンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

18
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  5月9日
離職者等再就職訓練事業「医療事務・調剤薬局
事務科」委託 1,848,000

東京都千代田区神田駿河台2
-9
株式会社　ニチイ学館
代表取締役　森　信介

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取り組み状況、実施見込み等を踏まえること、②
訓練コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職
が見込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特
性に応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等
とされている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

19
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  5月9日
離職者等再就職訓練事業「パソコンビジネス事
務科」委託 2,541,000

大村市東本町600番地11
06号
グッドサンク株式会社
代表取締役　山口　稔

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

20
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  5月9日
障害者特別職業訓練「ビジネスパソコン科」委
託 1,100,000

長崎市御船蔵町1-9
有限会社ピーシーラーニング
システムズ
代表取締役　富永　隆一

本訓練は、国が定める実施要領において、障害者の雇
用の促進等に関する法律第４９条第１項第７号の規定
に基づく昭和５５年労働省告示第９３号「厚生労働大
臣が定める教育訓練の基準」に適合すると認められた
施設に委託するものとされている。
身体障害者・精神障害者・発達障碍者を対象とした訓
練を行う施設で、現在、県内において当該基準に適合
すると認められた施設は当該施設以外にはなく、随意
契約（法令等で特定）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

21
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  6月2日
離職者等再就職訓練事業「介護福祉士実務者研
修科」委託 4,620,000

長崎市赤迫２丁目４番１０号
株式会社　ロジ　
代表取締役　津田　隆文

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

22
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  6月2日
離職者等再就職訓練事業「Ｗｅｂサイト制作科
」委託 5,940,000

長崎市江戸町5番6号
株式会社　フロンティア・ア
カデミー
代表取締役　稲田　由美子

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

23
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  6月2日
離職者等再就職訓練事業「医療事務・調剤薬局
事務科」委託 4,620,000

東京都千代田区神田駿河台2
-9
株式会社　ニチイ学館
代表取締役　森　信介

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取り組み状況、実施見込み等を踏まえること、②
訓練コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職
が見込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特
性に応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等
とされている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

24
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  6月2日
離職者等再就職訓練事業「ビジネスパソコンW
eb科（託児付）」委託 3,465,000

長崎市松山町４－４８　囲ビ
ル２階
株式会社　ふれんど
代表取締役　近藤　孝史

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取り組み状況、実施見込み等を踏まえること、②
訓練コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職
が見込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特
性に応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等
とされている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

25
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  6月2日
離職者等再就職訓練事業「長崎おもてなし観光
基礎科」委託 2,079,000

長崎市出島町5番2号
株式会社　メトロコンピュー
タサービス
代表取締役　川崎　孝

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

26
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  6月2日
離職者等再就職訓練事業「初心者からのパソコ
ン科」委託 3,465,000

島原市片町576
株式会社　ピーシーベース
代表取締役　宮﨑　孝三

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

27
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  7月4日
離職者等再就職訓練事業「介護員（実務者）養
成研修科」委託 6,930,000

長崎市上銭座町11-8
こころ医療福祉専門学校
校長　藤原　善行

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。  

第167条の2第1項
第2号

28
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  7月4日
離職者等再就職訓練事業「Ｗｅｂサイト制作基
礎科」委託 5,940,000

長崎市魚の町6番4号呑田ビ
ル3階
企業組合　ｅタウン
代表理事　西島　茂行

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

29
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  7月4日
離職者等再就職訓練事業「Webサイト・RPA実
践科（託児付）」委託 6,811,200

長崎市松山町4-48囲ビル
2階
株式会社　ふれんど
代表取締役　近藤　孝史

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

30
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  7月4日
離職者等再就職訓練事業「税務会計・経理事務
科（託児付）」委託 5,940,000

長崎市五島町5番36号
長崎キャリアアップスクール
株式会社
代表取締役　前田　雄二郎

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

31
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  7月4日
離職者等再就職訓練事業「パソコン会計給与実
務科（託児付）」委託 3,465,000

長崎市五島町5番36号
長崎キャリアアップスクール
株式会社
代表取締役　前田　雄二郎

 本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職
訓練事業において、求職者の早期就職を図るために実
施するものであり、国が定める実施要領において、①
委託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支
援への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓
練コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が
見込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性
に応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等と
されている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。  

第167条の2第1項
第2号

32
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  7月4日
離職者等再就職訓練事業「経理ビジネス科」委
託 3,234,000

諫早市貝津町621
学校法人　奥田学園
理事長　奥田　修史

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

33
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  8月1日
離職者等再就職訓練事業「Webサイト・AIアプ
リ制作科（託児付）」委託 5,940,000

長崎市松山町4-48囲ビル
2階
株式会社　ふれんど
代表取締役　近藤　孝史

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

34
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  8月1日
離職者等再就職訓練事業「宅建知識習得科」委
託 3,003,000

長崎市賑町7-12　第6森
谷ビル
株式会社　建築資料研究社　
日建学院　長崎校
事務局長　久芝　洋平

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

35
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  8月1日
離職者等再就職訓練事業「ビジネス実践科」委
託 3,234,000

長崎市淵町2-25
長崎ダイヤモンドスタッフ株
式会社
代表取締役社長　大熊　稔幸

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

36
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  8月1日
離職者等再就職訓練事業「介護福祉士実務者研
修科」委託 3,696,000

諫早市有喜町537番地5
社会福祉法人　寿光会
理事長　出口　喜男

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

37
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  8月1日
離職者等再就職訓練事業「経理事務マスター科
」委託 3,465,000

諫早市貝津町621
学校法人　奥田学園
理事長　奥田　修史

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

38
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  8月1日
離職者等再就職訓練事業「パソコン・SNS活用
科」委託 3,465,000

島原市片町576
株式会社　ピーシーベース
代表取締役　宮﨑　孝三

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

39
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  9月1日
離職者等再就職訓練事業「タブレット・Ｗｅｂ
実践科」委託 5,940,000

長崎市江戸町5番6号
株式会社　フロンティア・ア
カデミー
代表取締役　稲田　由美子

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

40
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  9月1日
離職者等再就職訓練事業「介護職員初任者研修
・介護事務養成科」委託 2,112,000

東京都千代田区神田駿河台2
-9
株式会社　ニチイ学館
代表取締役　森　信介

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

41
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  9月1日
離職者等再就職訓練事業「ビジネスパソコン・
簿記基礎科」委託 4,389,000

長崎市出島町5番2号
株式会社　メトロコンピュー
タサービス
代表取締役　川崎　孝

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

42
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  9月1日
離職者等再就職訓練事業「実務で使えるパソコ
ン科（託児付）」委託 4,620,000

長崎市松山町4-48囲ビル
2階
株式会社　ふれんど
代表取締役　近藤　孝史

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

43
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  9月1日
離職者等再就職訓練事業「医療事務・調剤薬局
事務科」委託 3,465,000

東京都千代田区神田駿河台2
-9
株式会社　ニチイ学館
代表取締役　森　信介

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

44
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  9月1日
離職者等再就職訓練事業「オフィスビジネス科
」委託 1,617,000

諫早市貝津町621
学校法人　奥田学園
理事長　奥田　修史

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

45
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  9月1日
離職者等再就職訓練事業「オフィスパソコン実
務科」委託 1,848,000

島原市片町576
株式会社　ピーシーベース
代表取締役　宮﨑　孝三

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

46
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  10月3日
離職者等再就職訓練事業「パソコン会計給与実
務科（託児付）」委託 3,679,500

長崎市五島町5番36号
長崎キャリアアップスクール
株式会社
代表取締役　前田　雄二郎

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

47
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  10月3日
離職者等再就職訓練事業「基礎から学べる簿記
・PC科」委託 3,465,000

長崎市賑町7-12　第6森
谷ビル
株式会社　建築資料研究社　
日建学院　長崎校
事務局長　久芝　洋平

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

48
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  10月3日
離職者等再就職訓練事業「介護福祉士実務者研
修科」委託 6,468,000

諫早市有喜町537番地5
社会福祉法人　寿光会
理事長　出口　喜男

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

49
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  10月3日
離職者等再就職訓練事業「ITビジネス科」委託

5,544,000
諫早市津久葉町5-119
職業訓練法人　西九州情報処
理開発財団
理事長　大久保　潔重

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

50
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  10月3日
離職者等再就職訓練事業「パソコンビジネス事
務科」委託 1,848,000

大村市東本町600番地11
06号
グッドサンク株式会社
代表取締役　山口　稔

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

51
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  11月1日
離職者等再就職訓練事業「介護員（実務者）養
成研修科」委託 6,468,000

長崎市上銭座町11-8
こころ医療福祉専門学校
校長　藤原　善行

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

52
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  11月1日
離職者等再就職訓練事業「ITプログラミング実
践科」委託 4,752,000

長崎市淵町2-25
長崎ダイヤモンドスタッフ株
式会社
代表取締役社長　大熊　稔幸

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

53
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  11月1日
離職者等再就職訓練事業「ITエンジニア基礎科
」委託 6,930,000

長崎市出島町5番2号
株式会社　メトロコンピュー
タサービス
代表取締役　川崎　孝

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

54
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  11月1日
離職者等再就職訓練事業「パソコン・FP基礎科
」委託 3,465,000

長崎市賑町7-12　第6森
谷ビル
株式会社　建築資料研究社　
日建学院　長崎校
事務局長　久芝　洋平

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

55
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  11月1日
離職者等再就職訓練事業「経理ビジネス科」委
託 2,079,000

諫早市貝津町621
学校法人　奥田学園
理事長　奥田　修史

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

56
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  11月1日
離職者等再就職訓練事業「初心者からのパソコ
ン科」委託 3,465,000

島原市片町576
株式会社　ピーシーベース
代表取締役　宮﨑　孝三

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

57
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  11月1日
離職者等再就職訓練事業「ビジネスパソコン基
礎科」委託 3,465,000

五島市福江町3-8
株式会社　スキル
代表取締役　増山　富男

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

58
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  12月1日
離職者等再就職訓練事業「介護福祉士実務者研
修科」委託 3,234,000

長崎市赤迫２丁目４番１０号
株式会社　ロジ
代表取締役　津田隆文

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

59
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  12月1日
離職者等再就職訓練事業「Ｗｅｂサイト制作科
」委託 4,950,000

長崎市江戸町5番6号
株式会社　フロンティア・ア
カデミー
代表取締役　稲田　由美子

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

60
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  12月1日
離職者等再就職訓練事業「簿記パソコン基礎科
」委託 1,848,000

長崎市淵町2-25
長崎ダイヤモンドスタッフ株
式会社
代表取締役社長　大熊　稔幸

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

61
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  12月1日
離職者等再就職訓練事業「医療事務・調剤薬局
事務科」委託 4,620,000

東京都千代田区神田駿河台４
丁目６番地
株式会社　ニチイ学館
代表取締役　森　信介

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

62
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  12月1日
離職者等再就職訓練事業「ビジネスパソコンW
eb科」委託 2,541,000

長崎市松山町4-48囲ビル
2階
株式会社　ふれんど
代表取締役　近藤　孝史

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

63
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  12月1日
離職者等再就職訓練事業「長崎おもてなし観光
基礎科」委託 1,386,000

長崎市出島町5番2号
株式会社　メトロコンピュー
タサービス
代表取締役　川崎　孝

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

64
産業労働部 長崎高等技術専門校 2022年

  12月1日
離職者等再就職訓練事業「簿記パソコン基礎科
」委託 3,465,000

島原市片町576
株式会社　ピーシーベース
代表取締役　宮﨑　孝三

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

65
産業労働部 長崎高等技術専門校 2023年

  1月4日
離職者等再就職訓練事業「税務会計・経理事務
科」委託 5,940,000

長崎市五島町5番36号
長崎キャリアアップスクール
株式会社
代表取締役　前田　雄二郎

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

66
産業労働部 長崎高等技術専門校 2023年

  1月4日
離職者等再就職訓練事業「介護員（初任者）養
成研修科」委託 2,112,000

長崎市上銭座町11-8
こころ医療福祉専門学校
校長　藤原　善行

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

67
産業労働部 長崎高等技術専門校 2023年

  1月4日
離職者等再就職訓練事業「基礎から学べる総務
・経理科」委託 3,465,000

長崎市賑町7-12　第6森
谷ビル
株式会社　建築資料研究社　
日建学院　長崎校
事務局長　久芝　洋平

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

68
産業労働部 長崎高等技術専門校 2023年

  1月4日
離職者等再就職訓練事業「パソコン会計給与実
務科（託児付）」委託 2,755,500

長崎市五島町5番36号
長崎キャリアアップスクール
株式会社
代表取締役　前田　雄二郎

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

69
産業労働部 長崎高等技術専門校 2023年

  1月4日
離職者等再就職訓練事業「中国語・観光ビジネ
ス科」委託 2,079,000

長崎市賑町7-12　第6森
谷ビル
株式会社　建築資料研究社　
日建学院　長崎校
事務局長　久芝　洋平

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

70
産業労働部 長崎高等技術専門校 2023年

  1月4日
離職者等再就職訓練事業「ＯＡ事務科」委託

2,079,000
諫早市津久葉町5-119
職業訓練法人　西九州情報処
理開発財団
理事長　大久保　潔重

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

71
産業労働部 長崎高等技術専門校 2023年

  2月1日
離職者等再就職訓練事業「Webサイト＆RPA実
践科」委託 5,148,000

長崎市松山町4-48囲ビル
2階
株式会社　ふれんど
代表取締役　近藤　孝史

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

72
産業労働部 長崎高等技術専門校 2023年

  2月1日
離職者等再就職訓練事業「介護福祉士実務者研
修科」委託 6,930,000

諫早市有喜町537番地5
社会福祉法人　寿光会
理事長　出口　晴彦

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

73
産業労働部 長崎高等技術専門校 2023年

  2月1日
離職者等再就職訓練事業「パソコンビジネス事
務科」委託 1,386,000

大村市東本町600番地11
06号
グッドサンク株式会社
代表取締役　山口　稔

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

74
産業労働部 長崎高等技術専門校 2023年

  3月1日
離職者等再就職訓練事業「ビジネスパソコン・
簿記基礎科」委託 2,772,000

長崎市出島町5番2号
株式会社　メトロコンピュー
タサービス
代表取締役　川崎　孝

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

75
産業労働部 長崎高等技術専門校 2023年

  3月1日
離職者等再就職訓練事業「実務で使えるパソコ
ン科（託児付）」委託 2,772,000

長崎市松山町4-48囲ビル
2階
株式会社　ふれんど
代表取締役　近藤　孝史

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

76
産業労働部 長崎高等技術専門校 2023年

  3月1日
離職者等再就職訓練事業「経理事務マスター科
」委託 5,940,000

諫早市貝津町621
学校法人　奥田学園
理事長　奥田　修史

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

77
産業労働部 長崎高等技術専門校 2023年

  3月1日
離職者等再就職訓練事業「パソコン・ＦＰ基礎
科」委託 1,617,000

長崎市賑町7-12　第6森
谷ビル
株式会社　建築資料研究社　
日建学院　長崎校
事務局長　久芝　洋平

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

78
産業労働部 長崎高等技術専門校 2023年

  3月1日
離職者等再就職訓練事業「オフィスパソコン実
務科」委託 1,386,000

島原市片町576
株式会社　ピーシーベース
代表取締役　宮﨑　孝三

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

79
産業労働部 長崎高等技術専門校 2023年

  3月1日
離職者等再就職訓練事業「CMSサイト制作実践
科」委託 3,168,000

長崎市魚の町6番4号呑田ビ
ル3階
企業組合　ｅタウン
代表理事　西島　茂行

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

80
産業労働部 長崎高等技術専門校 2023年

  3月8日
長崎高等技術専門校で使用する電力調達

単価契約
別紙のとおり

長崎市城山町３－１９
九州電力　株式会社　長崎営
業所
所長　渡邊　裕二

本調達案件について、固定単価による一般競争入札を
実施したが、参加申請者が無く、入札が成立しなかっ
た。
本年度3月末にて現在の電力調達契約が終了するため
、早急に新たな電力供給者を見つける必要があるが、
これより再度一般競争入札に付した場合、電力供給契
約者の変更に伴う切替作業については1か月間程度必
要であるため、新たな電力供給者による4月1日電力
供給開始は困難である。
従って、現契約供給者であり、電力の安定確保が可能
である九州電力㈱から、現時点において申込可能な市
場連動単価メニューによる電力調達を行う。

第167条の2第1項
第5号

81
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2022年

  4月28日
パソコン経理基礎科1
令和４年度委託訓練契約〈知識等習得コース〉 2,079,000

佐世保市田原町11-17
有限会社佐世保情報アカデミ
ー
代表取締役久田裕己

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。このため、求職者や企業の訓練ニーズに機
動的に対応するとともに、訓練関の特性及びノウハウ
を最大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため
、公募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練
機関及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を
適切に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が
見込まれる訓練科目と認められるものを選定する随意
契約(コンペ方式)で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

82
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2022年

  4月28日
パソコンスキル基礎科
令和４年度委託訓練契約〈知識等習得コース〉 3,415,500

佐世保市江上町1145
株式会社MIPSアビリティ
アシスト
代表取締役米倉一郎

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。このため、求職者や企業の訓練ニーズに機
動的に対応するとともに、訓練関の特性及びノウハウ
を最大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため
、公募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練
機関及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を
適切に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が
見込まれる訓練科目と認められるものを選定する随意
契約(コンペ方式)で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

83
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2022年

  4月28日
一般事務科1
令和４年度委託訓練契約〈知識等習得コース〉 3,465,000

佐世保市田原町11-17
有限会社佐世保情報アカデミ
ー
代表取締役久田裕己

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。このため、求職者や企業の訓練ニーズに機
動的に対応するとともに、訓練関の特性及びノウハウ
を最大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため
、公募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練
機関及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を
適切に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が
見込まれる訓練科目と認められるものを選定する随意
契約(コンペ方式)で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

84
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2022年

  6月2日
初心者からのパソコン基礎科1
令和４年度委託訓練(知識等習得コース) 3,452,625

佐世保市日宇町665番地
株式会社青雲塾
代表取締役　古屋俊行

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。このため、求職者や企業の訓練ニーズに機
動的に対応するとともに、訓練関の特性及びノウハウ
を最大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため
、公募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練
機関及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を
適切に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が
見込まれる訓練科目と認められるものを選定する随意
契約(コンペ方式)で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

85
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2022年

  6月2日
医療/調剤事務・パソコン科
令和４年度委託訓練(知識等習得コース) 3,003,000

佐世保市田原町11-17
有限会社佐世保情報アカデミ
ー
代表取締役　久田裕己

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。このため、求職者や企業の訓練ニーズに機
動的に対応するとともに、訓練関の特性及びノウハウ
を最大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため
、公募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練
機関及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を
適切に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が
見込まれる訓練科目と認められるものを選定する随意
契約(コンペ方式)で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

86
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2022年

  6月2日
パソコン簿記２級科1
令和４年度委託訓練(知識等習得コース) 5,940,000

佐世保市田原町11-17
有限会社佐世保情報アカデミ
ー
代表取締役久田裕己

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。このため、求職者や企業の訓練ニーズに機
動的に対応するとともに、訓練関の特性及びノウハウ
を最大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため
、公募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練
機関及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を
適切に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が
見込まれる訓練科目と認められるものを選定する随意
契約(コンペ方式)で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

87
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2022年

  7月4日
パソコン事務科1令和4年度委託訓練契約(デュ
アルシステムコース) 4,172,520

佐世保市田原町11-17
有限会社佐世保情報アカデミ
ー
代表取締役久田裕己

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。このため、求職者や企業の訓練ニーズに機
動的に対応するとともに、訓練関の特性及びノウハウ
を最大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため
、公募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練
機関及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を
適切に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が
見込まれる訓練科目と認められるものを選定する随意
契約(コンペ方式)で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

88
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2022年

  7月4日
介護員実務者養成研修科1令和4年度委託訓練契
約(知識等習得コース) 5,082,000

佐世保市浜田町1-22
学校法人岩永学園こころ医療
福祉専門学校佐世保校
校長藤原善行

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。このため、求職者や企業の訓練ニーズに機
動的に対応するとともに、訓練関の特性及びノウハウ
を最大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため
、公募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練
機関及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を
適切に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が
見込まれる訓練科目と認められるものを選定する随意
契約(コンペ方式)で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

89
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2022年

  7月4日
パソコン簿記基礎科1令和4年度委託訓練契約(
知識等習得コース) 2,049,300

佐世保市江上町1145
株式会社MIPSアビリティ
アシスト
代表取締役米倉一郎

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。このため、求職者や企業の訓練ニーズに機
動的に対応するとともに、訓練関の特性及びノウハウ
を最大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため
、公募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練
機関及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を
適切に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が
見込まれる訓練科目と認められるものを選定する随意
契約(コンペ方式)で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

90
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2022年

  8月1日
パソコン簿記２級科2
令和４年度委託訓練契約(知識等習得コース) 5,940,000

佐世保市田原町11-17
有限会社佐世保情報アカデミ
ー
代表取締役久田裕己

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。このため、求職者や企業の訓練ニーズに機
動的に対応するとともに、訓練関の特性及びノウハウ
を最大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため
、公募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練
機関及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を
適切に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が
見込まれる訓練科目と認められるものを選定する随意
契約(コンペ方式)で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

91
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2022年

  8月1日
パソコン実務科
令和４年度委託訓練(知識等習得コース) 1,100,000

佐世保市田原町11-17
有限会社佐世保情報アカデミ
ー
代表取締役久田裕己

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。このため、求職者や企業の訓練ニーズに機
動的に対応するとともに、訓練関の特性及びノウハウ
を最大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため
、公募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練
機関及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を
適切に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が
見込まれる訓練科目と認められるものを選定する随意
契約(コンペ方式)で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

92
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2022年

  8月1日
オフィスワークOA事務科
令和４年度委託訓練契約(知識等習得コース) 3,415,500

佐世保市江上町1145
株式会社MIPSアビリティ
アシスト
代表取締役米倉一郎

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。このため、求職者や企業の訓練ニーズに機
動的に対応するとともに、訓練関の特性及びノウハウ
を最大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため
、公募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練
機関及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を
適切に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が
見込まれる訓練科目と認められるものを選定する随意
契約(コンペ方式)で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

93
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2022年

  8月1日
不動産事務科
令和４年度委託訓練契約(知識等習得コース) 3,465,000

佐世保市田の浦町424-1
9
株式会社建築資料研究社　日
建学院佐世保校
事務局長久芝洋平

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。このため、求職者や企業の訓練ニーズに機
動的に対応するとともに、訓練関の特性及びノウハウ
を最大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため
、公募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練
機関及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を
適切に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が
見込まれる訓練科目と認められるものを選定する随意
契約(コンペ方式)で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

94
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2022年

  9月1日
介護員実務者養成研修科2
令和４年度委託訓練契約(知識等習得コース) 6,930,000

佐世保市浜田町1-22
学校法人岩永学園こころ医療
福祉専門学校　佐世保校
校長藤原善行

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。このため、求職者や企業の訓練ニーズに機
動的に対応するとともに、訓練関の特性及びノウハウ
を最大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため
、公募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練
機関及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を
適切に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が
見込まれる訓練科目と認められるものを選定する随意
契約(コンペ方式)で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

95
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2022年

  9月1日
パソコン・接遇能力養成科
令和４年度委託訓練契約(知識等習得コース) 1,593,900

佐世保市江上町1145
株式会社MIPSアビリティ
アシスト
代表取締役米倉一郎

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。このため、求職者や企業の訓練ニーズに機
動的に対応するとともに、訓練関の特性及びノウハウ
を最大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため
、公募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練
機関及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を
適切に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が
見込まれる訓練科目と認められるものを選定する随意
契約(コンペ方式)で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

96
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2022年

  9月1日
パソコン経理基礎科2
令和４年度委託訓練契約〈知識習得コース〉 3,234,000

佐世保市田原町11-17
有限会社佐世保情報アカデミ
ー
代表取締役久田裕己

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。このため、求職者や企業の訓練ニーズに機
動的に対応するとともに、訓練関の特性及びノウハウ
を最大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため
、公募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練
機関及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を
適切に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が
見込まれる訓練科目と認められるものを選定する随意
契約(コンペ方式)で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

97
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2022年

  10月3日
一般事務科２
令和４年度委託訓練契約〈知識等習得コース〉 3,465,000

佐世保市田原町１１番１７号
有限会社佐世保情報アカデミ
ー
代表取締役久田裕己

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。このため、求職者や企業の訓練ニーズに機
動的に対応するとともに、訓練関の特性及びノウハウ
を最大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため
、公募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練
機関及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を
適切に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が
見込まれる訓練科目と認められるものを選定する随意
契約(コンペ方式)で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

98
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2022年

  10月3日
初心者からのパソコン基礎科2
令和４年度委託訓練(知識等習得コース) 3,452,625

佐世保市日宇町665番地
株式会社青雲塾
代表取締役古屋俊行

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。このため、求職者や企業の訓練ニーズに機
動的に対応するとともに、訓練関の特性及びノウハウ
を最大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため
、公募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練
機関及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を
適切に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が
見込まれる訓練科目と認められるものを選定する随意
契約(コンペ方式)で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

99
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2022年

  11月1日
パソコン事務科2
令和4年度委託訓練契約(デュアルシステムコー
ス)

2,225,344
佐世保市田原町11-17
有限会社佐世保情報アカデミ
ー
代表取締役久田裕己

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。このため、求職者や企業の訓練ニーズに機
動的に対応するとともに、訓練関の特性及びノウハウ
を最大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため
、公募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練
機関及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を
適切に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が
見込まれる訓練科目と認められるものを選定する随意
契約(コンペ方式)で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

100
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2022年

  11月1日
パソコン・WEB能力養成科
令和4年度委託訓練契約(知識等習得コース) 5,451,600

佐世保市江上町1145
株式会社MIPSアビリティ
アシスト
代表取締役　米倉一郎

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。このため、求職者や企業の訓練ニーズに機
動的に対応するとともに、訓練関の特性及びノウハウ
を最大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため
、公募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練
機関及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を
適切に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が
見込まれる訓練科目と認められるものを選定する随意
契約(コンペ方式)で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

101
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2022年

  11月1日
パソコン・FP基礎科
令和4年度委託訓練契約(知識等習得コース) 3,003,000

佐世保市田の浦町424-1
9
株式会社建築資料研究所　日
建学院佐世保校
事務局長　久芝洋平

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。このため、求職者や企業の訓練ニーズに機
動的に対応するとともに、訓練関の特性及びノウハウ
を最大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため
、公募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練
機関及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を
適切に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が
見込まれる訓練科目と認められるものを選定する随意
契約(コンペ方式)で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

102
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2022年

  12月1日
パソコンスキルアップ科令和４年度委託訓練契
約(知識等習得コース) 3,465,000

佐世保市田原町11-17
有限会社佐世保情報アカデミ
ー
代表取締役久田裕己

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。このため、求職者や企業の訓練ニーズに機
動的に対応するとともに、訓練関の特性及びノウハウ
を最大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため
、公募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練
機関及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を
適切に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が
見込まれる訓練科目と認められるものを選定する随意
契約(コンペ方式)で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

103
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2022年

  12月1日
パソコン簿記基礎科２令和４年度委託訓練契約(
知識等習得コース) 2,049,300

佐世保市江上町1145
MIPSアビリティアシスト
代表取締役米倉一郎

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。このため、求職者や企業の訓練ニーズに機
動的に対応するとともに、訓練関の特性及びノウハウ
を最大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため
、公募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練
機関及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を
適切に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が
見込まれる訓練科目と認められるものを選定する随意
契約(コンペ方式)で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

104
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2022年

  12月28日
初心者からのパソコン基礎科３令和４年度委託
訓練契約(知識等習得コース) 3,452,625

佐世保市日宇町665
株式会社青雲塾
代表取締役古屋俊行

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。このため、求職者や企業の訓練ニーズに機
動的に対応するとともに、訓練関の特性及びノウハウ
を最大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため
、公募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練
機関及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を
適切に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が
見込まれる訓練科目と認められるものを選定する随意
契約(コンペ方式)で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

105
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2022年

  12月28日
介護員実務者養成研修科３令和４年度委託訓練
契約(知識等習得コース) 5,544,000

佐世保市浜田町1-22
学校法人岩永学園こころ医療
福祉専門学校
校長藤原善行

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。このため、求職者や企業の訓練ニーズに機
動的に対応するとともに、訓練関の特性及びノウハウ
を最大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため
、公募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練
機関及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を
適切に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が
見込まれる訓練科目と認められるものを選定する随意
契約(コンペ方式)で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

106
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2022年

  12月28日
パソコン経理基礎科３令和４年度委託訓練契約(
知識等習得コース) 2,772,000

佐世保市田原町11-17
有限会社佐世保情報アカデミ
ー
代表取締役久田裕己

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。このため、求職者や企業の訓練ニーズに機
動的に対応するとともに、訓練関の特性及びノウハウ
を最大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため
、公募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練
機関及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を
適切に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が
見込まれる訓練科目と認められるものを選定する随意
契約(コンペ方式)で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

107
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2023年

  2月1日
(医療受付・医師事務科)令和４年度委託訓練契
約(知識等習得コース) 2,079,000

佐世保市田原町11-17
有限会社佐世保情報アカデミ
ー
代表取締役　久田裕己

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。このため、求職者や企業の訓練ニーズに機
動的に対応するとともに、訓練関の特性及びノウハウ
を最大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため
、公募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練
機関及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を
適切に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が
見込まれる訓練科目と認められるものを選定する随意
契約(コンペ方式)で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

108
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2023年

  2月1日
(パソコン基礎科)令和４年度委託訓練契約(知識
等習得コース) 3,234,000

佐世保市田原町11-17
有限会社佐世保情報アカデミ
ー
代表取締役久田裕己

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。このため、求職者や企業の訓練ニーズに機
動的に対応するとともに、訓練関の特性及びノウハウ
を最大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため
、公募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練
機関及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を
適切に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が
見込まれる訓練科目と認められるものを選定する随意
契約(コンペ方式)で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

109
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2023年

  2月1日
(パソコン簿記２級科3)

5,544,000
佐世保市田原町11-17
有限会社佐世保情報アカデミ
ー
代表取締役久田裕己

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。このため、求職者や企業の訓練ニーズに機
動的に対応するとともに、訓練関の特性及びノウハウ
を最大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため
、公募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練
機関及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を
適切に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が
見込まれる訓練科目と認められるものを選定する随意
契約(コンペ方式)で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

110
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2023年

  3月10日
佐世保高等技術専門校で使用する電力(R5年度
分) 単価契約

別紙のとおり

佐世保市福石町４番１２号
九州電力株式会社佐世保営業
所
所長　馬渡　政光

本調達案件について、固定単価による一般競争入札を
実施したが、参加申請者が無く、入札が成立しなかっ
た。
令和5年3月末にて現在の電力調達契約が終了するた
め、早急に新たな電力供給者を見つける必要があるが
、電力供給契約者の変更に伴う切替作業については一
か月間程度必要であり、新たな電力供給者による令和
5年4月1日電力供給開始は困難。
従って、現契約供給者であり、電力の安定確保が可能
である九州電力(株)から、現時点において申し込み
可能な市場連動単価メニューによる電力調達を行う。

第167条の2第1項
第5号

111
産業労働部 雇用労働政策課 2022年

  4月1日
若年無業者就業促進事業（キャリア開発プログ
ラム）業務委託 1,610,819

長崎市馬町４８ー１　長崎県
市町村会館馬町別館３階
特定非営利活動法人　心澄
理事長　宮本　鷹明

本事業は地域若者サポートステーションにおいて若者
キャリア開発プログラムを実施し若年無業者の職業的
自立を促進するものである。従って相手方は、本件に
おける令和４年度地域若者サポートステーション事業
実施団体に特定され、他に実施できるものはいないた
め。

第167条の2第1項
第2号

112
産業労働部 雇用労働政策課 2022年

  4月1日
地域若者サポートステーション就職氷河期世代
支援業務委託 19,166,546

長崎市馬町４８－１　長崎県
市町村会館馬町別館３階
特定非営利活動法人　心澄
理事長　宮本　鷹明

本事業は地域若者サポートステーションにおいて、就
職氷河期世代の就労支援、職業的自立を促進するもの
である。従って相手方は、本県における令和４年度地
域若者サポートステーション事業実施団体に特定され
、他に実施できるものはないため。

第167条の2第1項
第2号

113
産業労働部 雇用労働政策課 2022年

  4月1日
ジョブなび長崎（WEBサイト）機能拡充等業務
委託 12,842,500

福岡県福岡市中央区天神２－
３－２５　天神ZEROビル
５F
リクルーティング・パートナ
ーズ　株式会社
代表取締役　坂元　賢一

県の就職支援施設である「長崎県人材活躍支援センタ
ー」のホームページリニューアル業務について、令和
３年度に公募型プロポーザルにより契約の相手を選定
し一者随意契約を締結した。令和４年度も引続き必要
となる機能拡充を行うため、システムの構成を熟知し
たシステム開発者を契約相手として随意契約を締結す
るもの。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

114
産業労働部 雇用労働政策課 2022年

  4月15日
高校生資格取得講習会に係る業務委託

6,529,000
大村市池田2丁目1303番
地3号
一般社団法人　長崎県溶接協
会
理事長　山口　哲生

　委託業務内容は、高校生に対し溶接資格取得のため
の講習会（アーク溶接特別教育、JIS溶接実技講習
会）、溶接競技会を実施し、本県基幹産業である造船
関連の製造業への就職を促進するものである。
　本事業は、溶接資格取得のための講習会の費用の助
成、精算を要する県の事務であるが、長崎県溶接協会
は、溶接技能に優れた知識と経験豊富な熟練技能者を
講師陣として多数登録し、会員企業や高校生等への指
導、溶接競技会のノウハウの蓄積がある。県内全域で
的確に本事業を実施できる団体は当該団体以外にはな
いため。

第167条の2第1項
第2号

115
産業労働部 雇用労働政策課 2022年

  6月29日
働き方改革手順書作成業務委託

1,540,000
東京都港区芝浦３－６－５
株式会社ワーク・ライフバラ
ンス
代表取締役　石川　淑恵

本業務は、令和３年度働き方改革モデル取組事例創出
業務委託において創出したモデル企業５社の取組内容
を基に作成するため、当該業務を受託し、モデル企業
５社の取組内容を熟知している株式会社ワーク・ライ
フバランスに限定されるため。

第167条の2第1項
第2号

116
産業労働部 雇用労働政策課 2022年

  8月26日
令和４年度長崎県ＩＴ人材確保支援業務委託

3,300,000
福岡県福岡市中央区天神２－
３－２５　天神ＺＥＲＯビル
５Ｆ
リクルーティング・パートナ
ーズ株式会社
代表取締役　坂元　賢一

本業務は県内企業とＩＴ人材とのマッチングの機会を
創出し、全国的に不足しているＩＴ人材の本県への集
積を目的に実施する。本業務の実施に当たっては、既
に実施しているオンライン転職フェアの参加者をIT
人材マッチングイベントへに誘導することや、「ジョ
ブなび長崎」と連携し、求人情報、求職者情報を発信
することにより、事業効果を高める必要がある。これ
らの業務連携を実施できるのは、オンライン転職フェ
アの受託者であり、かつ、「ジョブなび長崎」の開発
運営者であるリクルーティング・パートナーズ株式会
社に限られるため、同社と一者随意契約を行うもの。

第167条の2第1項
第2号

117
産業労働部 雇用労働政策課 2022年

  9月28日
長崎県勤労福祉会館エレベーター改修工事

17,600,000
福岡県福岡市博多区博多駅南
１丁目２番１３号
日本オーチス・エレベータ株
式会社　九州支店
支店長　御家瀬　典之

本工事は、既存エレベーターを活用し、老朽化や安全
基準に適合していない部品の取り替えを行うリニュー
アル工法により行うもの。そのため、現在設置してい
る日本オーチス・エレベーター製のエレベーターに適
用する部品が必要となり、施工可能業者は既存設備の
製造業者（日本オーチス・エレベーター）に限定され
る。

第167条の2第1項
第2号

118
産業労働部 雇用労働政策課 2023年

  1月24日
Ｎぴかシステム改修業務委託

990,000
長崎市飽の浦町５番７号
株式会社シアスタ
代表取締役　下田　哲

株式会社シアスタは本システムの構築者であり、シス
テムを保管するサーバーの保守管理を実施している。
本システムには、Nぴか企業の非公開情報が含まれて
いることから、設計内容やプログラムの構成、状態を
熟知した事業者に業務を委託する必要がある。
また、県庁仮想基盤内に保守管理者以外がアクセスす
る場合、アクセス開放等の調整作業に対する時間（コ
スト等）も発生するため、サーバー内での作業を滞り
なく実施可能な同社と随意契約を締結するもの。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

119
産業労働部 工業技術センター 2023年

  3月15日
工業技術センターで使用する電力

単価契約
別紙のとおり

大村市東三城町１３
九州電力株式会社　大村営業
所
所長　長島　和英

本調達案件について、固定単価による一般競争入札を
実施したが、参加申請者が無く、入札が成立しなかっ
た。
本年度3月末にて現在の電力調達契約が終了するため
、早急に新たな電力供給者を見つける必要があるが、
これより再度一般競争入札に付した場合、電力供給契
約者の変更に伴う切替作業については1か月間程度必
要であるため、新たな電力供給者による4月1日電力
供給開始は困難である。
従って、現契約供給者であり、電力の安定確保が可能
である九州電力㈱から、現時点において申込可能な市
場連動単価メニューによる電力調達を行う。
※市場連動単価調達は、将来の市場約定価格により電
力単価が決まるという特性のため、単価競争による供
給業者選定ができない。

第167条の2第1項
第5号

120
産業労働部 工業技術センター 2023年

  3月23日
液体クロマトグラフ質量分析装置保守点検業務
委託 2,383,645

諫早市多良見町化屋１７８１
－１
正晃株式会社　長崎営業所
所長　阿部　順一

液体クロマトグラフ質量分析装置は主に食品成分分析
に使用しており、企業の技術相談や経常研究でも使用
する頻度が高い。
民間企業における製品の品質保証は年々厳しくなって
おり、試験データの数値保証は責務である。装置の高
い精度維持を行うことで企業支援を行っている。
当該機器は成分分析を行う精密機器であり、定期点検
以外に緊急対応が必要な場合がある。
同社は納品時より長期間保守業務を行い、機器の状況
を熟知しており装置の高い精度維持を可能としている
唯一の業者であるため。

第167条の2第1項
第2号

121
産業労働部 工業技術センター 2023年

  3月23日
ICP質量分析装置保守点検業務委託

2,002,000
長崎市高城台１－１９－１
有限会社長崎理化学
代表取締役　濱本　眞稔

CP質量分析装置は金属鉱物類、食品、水質のほか、
工業材料及び製品等の分析試験における金属成分の分
析に使用している。
民間企業における製品の品質保証は年々厳しくなって
おり、試験データの数値保証は責務である。装置の高
い精度維持を行うことで企業支援を行っている。
当該機器は成分分析を行う精密機器であり、定期点検
以外に緊急対応が必要な場合がある。
同社は納品時より長期間保守業務を行い、機器の状況
を熟知しており装置の高い精度維持を可能としている
唯一の業者であるため。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

122
産業労働部 工業技術センター 2023年

  3月23日
アミノ酸・有機酸分析システム保守点検業務委
託 1,835,900

長崎市平和町28番11号
株式会社イケダ科学長崎支店
支店長　成富　藤男

　本装置、は県内食品企業への技術相談での使用が多
いため、送液ポンプ、数種の検出器など装置の精度維
持が求められる。そのためには、定期的な動作確認、
調整が必要である。食品企業は製品に含まれるアミノ
酸や有機酸を分析するために、本設備を使用する、こ
れら成分は食品の味、保存性、健康機能に関係してお
り、加工食品の品質、付加価値の形成に大きくかかわ
る。成分値については製品に表示することが多く、正
確な分析値を算出することが求められるために、装置
の精度を常に担保する必要がある。
　保守委託できない場合には、正確な分析値を出すこ
とが難しくなるので、企業への設備開放が不可能にな
る。本装置に使用されている部品は高価なものである
ことから、故障が発生したときの無償の部品交換が求
められシステムの信頼性維持のためには保守点検が必
要不可欠である。
　この装置の製造メーカー（島津製作所）（保守等は
㈱島津アクセス）の県内唯一の代理店は㈱長崎イケダ
科学のみであるため、㈱長崎イケダ科学との一者随意
契約とする。

第167条の2第1項
第2号

123
産業労働部 工業技術センター 2023年

  3月23日
ビタミン分析システム保守点検業務委託

1,532,300
長崎市平和町２８－１１
株式会社イケダ科学長崎支店
支店長　成富　藤男

本装置は、企業への技術支援、センターでの研究にお
ける使用が多いため、ポンプ、検出器など装置の精度
維持が求められている。
　そのためには、定期的な動作確認、調整が必要であ
る。食品企業は製品に含まれるビタミン成分（品質や
栄養・健康に関わるもの）を分析するために本設備を
使用するが、成分値については製品に表示することが
多く、正確な分析値を算出することが求められるので
、装置の精度を常に担保する必要があるため保守点検
が必要不可欠である。
　この装置の製造メーカー（島津製作所）（保守等は
㈱島津アクセス）の県内唯一の代理店は㈱長崎イケダ
科学のみであるため、㈱長崎イケダ科学との一者随意
契約とする。

第167条の2第1項
第2号

124
産業労働部 工業技術センター 2023年

  3月23日
におい識別装置保守点検業務委託

1,367,465
長崎市平和町２８－１１
株式会社イケダ科学長崎支店
支店長　成富　藤男

におい識別装置は、令和２年度に導入したものである
。開放設備で利用され、県内企業が新製品を開発する
際に開発品のにおいの特長把握に用いるほか、既存製
品の異臭クレーム対応など品質管理にも用いられる。
そのため、装置の定期的な動作確認や調整が必要とな
る。本装置を適切に維持管理し、分析を精度よく行う
ためには、保守点検が必要不可欠である。
　この装置の製造メーカー（島津製作所）（保守等は
㈱島津アクセス）の県内唯一の代理店は㈱長崎イケダ
科学のみであるため、㈱長崎イケダ科学との一者随意
契約とする。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

125
産業労働部 工業技術センター 2023年

  3月28日
におい嗅ぎガスクロマトグラフ質量分析装置保
守点検業務委託 2,677,400

長崎市大黒町９－２２
新川電機株式会社　九州支社
　長崎オフィス
支社長　上野　正博

　におい嗅ぎガスクロマトグラフ質量分析装置は食品
の好ましい香りや異臭など、においの分析を行う装置
であり、開放設備として利用される。本装置は複数の
におい成分を装置に導入するため装置内部の汚染を起
こしやすく、質量軸がずれる可能性があることから、
装置内部の清掃および質量軸の校正を適切に行う必要
がある。また、本装置はガスクロマト装置、質量分析
装置、オートサンプラー、濃縮装置、におい嗅ぎ装置
と複数の機器から構成されており、これらは全て構造
が特殊である。本装置を適切に維持管理し分析を精度
よく行うためには、構成機器を総合的に理解し、かつ
各機器に対して専門的な技術及び知識を有した事業者
による保守が必要である。
　本装置はアジレント・テクノロジー㈱製品及びゲス
テル㈱製品から構成されており、アジレント・テクノ
ロジー㈱は装置の保守業務をパック製品として販売し
ている。
　当該企業は販売店制度をとっており、アジレント・
テクノロジー㈱製品の県内唯一の販売店は新川電機㈱
である。このため、アジレント・テクノロジー㈱から
販売店証明書が提出されている。また、ゲステル㈱は
代理店制度をとっており、ゲステル㈱の県内唯一の代
理店は新川電機㈱であるため、新川電機㈱との一者随
意契約とする。

第167条の2第1項
第2号

126
産業労働部 工業技術センター 2023年

  3月28日
連成解析ソフトウエア「ANSYS」保守業務委託

1,292,500
東京都新宿区西新宿６－１０
－１
アンシス・ジャパン株式会社
代表取締役　田中　悟

　連成解析ソフトウエア「ANSYS」は、海洋関連
製造業（造船関連業や再生可能エネルギー産業）が必
要とする流体解析シミュレーションを実行するための
ソフトウエアである。当該ソフトウエアは、その多彩
な機能と汎用性から、流体解析分野の世界標準ソフト
ウエアになっている。学術研究機関・民間企業の両部
門で圧倒的シェアを有しており、本県製造業のニーズ
も高い。
　当該ソフトウエアは、米国アンシス社製であり、日
本国内の取扱いは日本法人のアンシス・ジャパン株式
会社に限られるため、アンシス・ジャパン株式会社と
の一者随意契約とする。

第167条の2第1項
第2号

127
産業労働部 窯業技術センター 2023年

  3月24日
走査電子顕微鏡保守管理業務委託

2,454,100
福岡県福岡市博多区博多駅前
２－１－１
日本電子株式会社　福岡支店
支店長　上畑　桂太郎

本装置は、物質を高倍率で詳細に観察するために用い
るものであり、特殊な装置構成となっている。
保守管理に必要な部品・専門的知識・技術を有してい
るのは当該装置を製造したメーカーに限られる。

第167条の2第1項
第2号

128
産業労働部 窯業技術センター 2023年

  3月27日
Ｘ線回折装置保守管理委託

1,848,000
東京都港区浜松町１-７-３
スペクトリス（株）マルバー
ン・パナリティカル事業部
カスタマーサービス本部長　
矢吹　剛

本装置は、物質の種類を特定するために用いるもので
あり、特殊性の高いものである。
測定の精度を保つための維持管理に必要な部品・専門
的知識・技術を有しているのは、製造メーカーに限ら
れる。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

129
産業労働部 窯業技術センター 2023年

  3月27日
蛍光Ｘ線分析装置保守管理委託

1,210,000
東京都港区浜松町1-7-3
スペクトリス（株）マルバー
ン・パナリティカル事業部
カスタマーサービス本部長　
矢吹　剛

本装置は、固体、粉体、液体試料の定量、定性分析を
行う装置で高精度、高精密な装置である。依頼試験、
開放機器として頻繁に使用している。分析精度を保つ
ために定期的な分解整備、部品交換が必要である。
この装置の分解整備、調製等の保守点検業務が行える
のは、部品・専門的知識・技術を有している製造メー
カーに限られる。

第167条の2第1項
第2号

130
産業労働部 窯業技術センター 2023年

  3月30日
窯業技術センターで使用する電力

単価契約
別紙のとおり

大村市東三城町１３
九州電力株式会社　大村営業
所
所長　長島　和英

電力の調達について、県庁全体での一般競争入札を実
施したが、参加申請者がなく、入札が成立しなかった
。
電力供給契約者の変更に伴う切替作業については、１
ケ月間程度必要であり、新たな電力供給者による４月
１日からの電力供給開始は困難である。
したがって、電力の調達が可能なのは、現契約供給者
であり、電力の安定確保ができる九州電力株式会社に
限られる。

第167条の2第1項
第5号

131
産業労働部 新産業創造課 2022年

  4月1日
令和4年度知的財産活用支援事業委託

9,959,809
大村市池田2丁目1303番
地8
一般社団法人　長崎県発明協
会
理事長　田中　博

　本事業は、知的財産に関する専門人材により、県内
企業等における知的財産の活用を図るとことで、製品
開発や産学官連携の共同研究を促進させ、新事業、新
産業の創出を図るものである。
　一般社団法人長崎県発明協会は、知的財産に関する
各種事業を実施しており、本業務を円滑に遂行する機
能を有している県内唯一の団体であるため。

第167条の2第1項
第2号

132
産業労働部 新産業創造課 2022年

  4月1日
令和4年度産学官イノベーション創出プロジェ
クト事業委託 16,365,000

長崎市出島町2番11号
公益財団法人　長崎県産業振
興財団
理事長　廣田　義美

　本事業は、県内企業や大学等、県研究機関など産学
官が連携し、実用化技術の研究開発を支援することで
イノベーションを促進し、県内企業の新事業創出や新
分野参入を図ることを目的とする。
　委託内容は、長崎県産業振興財団にコーディネータ
を配置し、ブラッシュアップ研究会や産学官金連携サ
ロンを開催するなどにより、県内企業等に対して共同
研究体制の構築や競争的資金獲得を支援する。
　長崎県産業振興財団は、県内企業の技術開発を促進
し、地域における技術の高度化を図り、新規事業及び
新産業の創出に資することを目的としており、コーデ
ィネート機能を有する等、効果的に事業を実施できる
体制を有する機関である。また、産学官連携を円滑に
推進するためには、企業・大学との関わりにおいて中
立的な立場であるとともに、企業のニーズや技術シー
ズ、大学の研究シーズ等の情報の収集、保有が不可欠
であり、これらを満たす唯一の委託先である。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在
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地方自治法施行令

適用条項

133
産業労働部 新産業創造課 2022年

  4月1日
令和4年度先端技術応用講座実施業務委託

20,000,000
長崎市文教町1番14号
国立大学法人長崎大学
学長　河野　茂

　当該業務は、県内の情報関連中堅技術者等に対し、
ロボット・IoT分野の先端技術（AI等）に関する
知識や活用方法、ビジネスモデル構築技術、及びプロ
ジェクトマネジメントスキルなどを習得させることを
目的としており、契約相手方の業務は、習得講座の実
施に関する企画、実施、検証を総合的に行うことであ
る。
　ロボット・IoT技術の産業適用には、工学をはじ
めとし、医療・医学、環境科学、水産学、及び経済学
など多岐にわたる学域分野との連携が不可欠である。
講座内容の企画、実施、検証には、各分野における高
度な専門的知見が求められるとともに、自大学だけで
なくほかの県内大学等と連携した外部講師の派遣等に
より効果的に講座を実施することが求められる。これ
らの多岐にわたる学域分野において専門教育を実施で
きる県内唯一の総合大学である国立大学法人長崎大学
が、当該業務を信頼を持って委託できる唯一の相手方
である。

第167条の2第1項
第2号

134
産業労働部 新産業創造課 2022年

  4月1日
スタートアップ支援強化業務委託

12,848,000
福岡県福岡市中央区大名2-
6-11
株式会社サイノウ
代表取締役　村上　純志

　長崎県内でスタートアップの集積・創出を推進する
ためには、各地域のコワーキングスペース等にあるコ
ミュニティが顕在化され、ネットワークが拡大し若者
やスタートアップを含め、創業や新たな取組に挑戦す
る土壌を創っていかなければならない。そのためには
、ネットワーク構築に長け、各地域の支援を要するコ
ミュニティ等のマッチングに係る目利きが必要である
。
　令和３年度においてプロポーザルによる企画提案審
査を実施し、契約業者を決定したところである。令和
４年度においても提案内容を継続実施する予定である
ことから、令和３年度契約事業者と随意契約を行う。

第167条の2第1項
第2号

135
産業労働部 新産業創造課 2022年

  4月26日
令和4年度サイバーセキュリティ人材育成業務
委託 18,425,000

大阪府大阪市淀川区西中島5
－12－12
エムオーテックス株式会社
代表取締役社長　宮崎　吉朗

本業務の実施には、全国的に総合セキュリティ事業を
自ら提供し、技術面だけでなく顧客対応等ビジネス面
でも精通していることに加えて、県内において実際の
セキュリティ診断システムに直接接続できる環境を備
えていることが不可欠であること、さらに県立大学と
の連携体制が構築済みであることが必須であり、サイ
バーセキュリティに関する共同研究、インターンシッ
プ受け入れや就職等の実績を持つ京セラコミュニケー
ションシステムからセキュリティ関連全事業を統合さ
れたエムオーテックスが当該業務を実施できる唯一の
相手方であることから、同社への随意契約とする。

第167条の2第1項
第2号

136
産業労働部 新産業創造課 2022年

  6月6日
令和4年度長崎県DX啓発セミナー・相談対応実
施業務 9,526,000

長崎県長崎市元船町17番1
号
公益財団法人ながさき地域政
策研究所
理事長　菊森　淳文

DXに取組む県内中小企業を増加させることを目的と
したDX啓発セミナー及び相談業務を委託するにあた
り、プロポーザルによる企画提案審査を実施し、選定
した(公財)ながさき地域政策研究所と随意契約を行
う。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。
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地方自治法施行令

適用条項

137
産業労働部 新産業創造課 2022年

  8月26日
スタートアップマッチングイベント開催業務委
託 6,589,000

長崎市銅座町１－１１
株式会社十八親和銀行
取締役頭取　山川　信彦

　マッチングイベントの開催にあたっては、イベント
参加者に対するビジネスプランのブラッシュアップ等
の支援、及び投資家の招聘を行うこととしているが、
契約相手方にはスタートアップ支援の実績と専門性が
必要である。
　株式会社十八親和銀行は、学生ビジネスプランコン
テストの開催や県内市町が実施するスタートアップ支
援事業への参画等のスタートアップ支援に取り組んで
いる。さらに、十八親和銀行が属するふくおかフィナ
ンシャルグループ内に投資会社を有し、投資家とのネ
ットワークを活用した招聘も可能である。以上のこと
から、同社は県内において的確に本事業を実施できる
唯一の相手方である。

第167条の2第1項
第2号

138
産業労働部 新産業創造課 2022年

  9月2日
令和４年度長崎県ロボットシステムインテグレ
ータ育成支援業務委託 16,500,000

長崎市長崎市桜町5番3号
双日九州株式会社　機械・開
発部長崎支店
支店長　木本雅之

　ロボットSIerへの参入促進や協業促進のため県
内企業情報に精通し、ロボットメーカーとの繋がりを
持っていることに加え、国内外の様々な産業分野にお
けるグリーン対応に関する知見や先進情報を把握し、
環境エネルギー事業を有している総合商社のうち、県
内に支店がある同社が唯一の相手方である。

第167条の2第1項
第2号

139
産業労働部 新産業創造課 2022年

  9月16日
令和4年度DX実践伴走支援業務委託

23,758,000
長崎県長崎市興善町4－6－
701
一般社団法人長崎県情報産業
協会　
会長　濵本浩邦

県内中小企業のDXに関する相談対応及び伴走支援に
ついては、企業の目的やレベルに応じた解決手段の提
案や実行に向けたサポートが必要なため、企業ごとの
具体的な課題に対して最適な解決策を提案できる情報
関連企業の参画が必須であるほか、工程管理や経営等
、多面的な視点が求められることから、コンサルタン
トや金融機関等のチームによる対応が必要である。
　一般社団法人長崎県情報産業協会は、県内情報関連
企業77社で構成され、非営利で地域の情報化等を推
進している団体であり、DXに関して会員企業の有す
る多様な技術の中から最適な解決手段を提案できる唯
一の機関である。また、大学や商工団体、金融機関、
先進技術を持つ誘致企業等とも連携体制を構築してお
り、状況に応じた支援チームの構築が可能なことから
、当該業務を実施できる唯一の相手方である

第167条の2第1項
第2号

140
産業労働部 新産業創造課 2023年

  3月24日
電気工事士免状交付等業務委託

単価契約
別紙のとおり

長崎市宝栄町23番23号
長崎県電気工事業工業組合
代表理事　小畑　和男

　電気工事士免状交付等業務は、県と緊密に連携を取
りながら行い、電気工事の作業に従事する者の資格及
び義務について熟知している者を配置する必要がある
。また、免状の交付申請については、その者の住所地
を管轄する都道府県となっている。
　そのため、長崎県内に本店又は支店等を有し、長崎
市内及び佐世保市内に申請受付窓口を設置できること
、管理責任者を配置できることが電気工事士免状交付
等業務の実施において要件となる。
　上記要件を満たす長崎県電気工事業工業組合以外に
契約が可能な者が県内には存在しないため。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

141
産業労働部 新産業創造課 2023年

  3月29日
令和5年度大学連携型起業家育成施設企業支援
等業務委託 11,640,200

長崎市淵町２番25号
長崎ダイヤモンドスタッフ株
式会社
代表取締役社長　大熊　稔幸

　当該施設には、AIや高度医療、海洋・環境分野な
ど先端かつ多様な企業が入居しており、運営上、イン
キュベーションマネージャーは高度な経験またはイン
キュベーションマネージャーの資格を有することが必
要である。
　インキュベーションマネージャーの有資格者は、個
人で登録されている４名を除き、県内では４名に限ら
れており、そのうち１名が所属する同社以外には、契
約が可能な事業者が県内には存在しないため。

第167条の2第1項
第2号

142
産業労働部 経営支援課 2022年

  4月1日
令和4年度中小企業新規事業展開等支援事業業
務委託 7,273,310

長崎市出島町１番４３号　な
がさき出島インキュベータ３
０２
一般社団法人　長崎県中小企
業診断士協会
会長　前田愼一郎

本業務では、商工会議所・商工会や他の支援機関と連
携し、新規事業展開を図る県内中小企業者に対して、
経営状況の分析・診断、経営計画の策定、計画の実践
に向けた指導等の伴走型支援のほか、移住創業希望者
に対する事業計画策定等の支援や産業人材確保のため
の助言指導等を実施する。このため、受託者は経営支
援に関しての専門的知識や経験を有する専門家を県内
中小企業者の実情に応じて県内全域に随時派遣し、事
業計画策定から実践までの伴走型支援やその対応結果
のとりまとめ等を実施できる体制が求められる。一般
社団法人長崎県中小企業診断士協会は、県内各地で創
業や経営改善の支援などの業務に携わる中小企業診断
士が多数加入していることから、当該業務を効率的か
つ専門的に実施できる唯一の相手先である。

第167条の2第1項
第2号

143
産業労働部 経営支援課 2022年

  4月1日
事業継続緊急サポート事業業務委託

25,054,598
長崎市出島町１番４３号　な
がさき出島インキュベータ３
０２
一般社団法人　長崎県中小企
業診断士協会
会長　前田　愼一郎

本業務では、新型コロナウイルス感染拡大の影響によ
り、経営環境が悪化した県内中小企業者を支援するた
め緊急相談窓口を設置し、国や県等の各種支援制度を
周知するとともに、当該事業者にとって適切な制度の
活用を促すほか、各種事業計画の策定や金融機関等へ
の融資申請書類作成における支援を行う。このため融
資制度の知識や税制、経営に関しての専門的知識や経
験を有する専門家が事業者に向き合い県内全域を対象
に直接支援する必要がある。一般社団法人長崎県中小
企業診断士協会は、県内各地で活動する中小企業診断
士が多数加入しており、当該業務を効率的かつ迅速に
実施でき、専門的な内容にも対応できる唯一の相手先
である。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

144
産業労働部 経営支援課 2022年

  5月18日
令和4年度長崎県サービス産業経営体質強化事
業業務委託 20,040,927

東京都品川区東五反田2丁目
18番1号
株式会社　日本総合研究所
取締役社長　谷崎　勝教

本業務は、サービス産業事業者がDXによる生産性向
上を図るため、取組内容に応じた第三者パートナーと
のマッチング、計画策定及び実践支援を行い、その成
果を業界・地域へ波及させ、DXへの取組意欲の醸成
を目指すものである。
支援については、当初から２カ年の支援を行う予定と
しており、令和３年度の委託先である(株)日本総合
研究所は専門的知見から効果的な支援を行っていると
ころであり、支援先企業からも厚い信頼を得ている。
令和４年度においても、成功モデルの構築に向け切れ
目のない一貫したハンズオン支援を行う必要があり、
その成果を広く波及させていくためにも、当該業務を
継続して効果的に実施できる最適な相手方として(株
)日本総合研究所を選定するものである。

第167条の2第1項
第2号

145
産業労働部 経営支援課 2022年

  5月23日
令和4年度長崎県中小企業高度化診断等業務委
託 1,816,540

長崎市桜町4番1号
長崎県中小企業団体中央会
会長　石丸　忠重

長崎県中小企業団体中央会は、「中小企業団体の組織
に関する法律」に基づき、中小企業組合をはじめとす
る連携組織に関する法律」に基づき、中小企業組合を
はじめとする連携組織の発展を図ることを目的として
おり、高度化資金（診断）制度及び高度化資金の貸付
先である協同組合等に関する法律・制度に精通してい
る。また、同会には中小企業診断士及び中小企業組合
士が15名在籍しており、長期・継続的な診断業務の
管理運営ができる組織であり、県や中小機構と連携し
て、急激な経営悪化にも迅速に対応できる県内唯一の
組織である。

第167条の2第1項
第2号

146
産業労働部 経営支援課 2022年

  7月1日
令和4年度県内サービス産業に関する業界・企
業情報収集事業業務委託 8,433,700

長崎市出島町２番１１号
公益財団法人　長崎県産業振
興財団
理事長　廣田　義美

　当業務は、本来的には「令和４年度長崎県サービス
産業経営体質強化事業（R4スキーム）業務委託」（
産業振興財団へ委託予定）の内容に含まれるものであ
る。
　財源として地方創生推進交付金を活用する予定だが
、国の交付決定は８月下旬～９月上旬となる見込であ
り、内閣府からは、交付決定前に当該業務の委託契約
締結をした場合、事前着手とみなし、交付金の対象経
費とすることは難しい旨の指摘があった。
　このため、「令和４年度長崎県サービス産業経営体
質強化事業（R4スキーム）業務委託」の業務内容の
うち、国の交付決定前に行う業務について、別途、委
託契約を行うもの。
　具体的には、県全体の従業者数や付加価値額の大半
を占めるが、コロナ禍による売上の大幅な減、ECの
急伸消費者ニーズの変化などが急速に進み、これまで
のビジネスモデルでは通用しない厳しい状況にある本
県サービス産業において、商工団体、金融機関等の支
援機関の課題認識や県内事業者の今後の取組意向の情
報収集、及び、企業支援の専門的知見を持つ者として
長崎県産業振興財団に配置することを想定するプロジ
ェクトマネージャーの募集、選定等を実施する。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。
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適用条項

147
産業労働部 経営支援課 2022年

  8月5日
省エネルギー等設備導入に伴う支援事業

51,822,944
長崎市出島町１番４３号　な
がさき出島インキュベータ３
０２
一般社団法人　長崎県中小企
業診断士協会
会長　前田　愼一郎

当該業務では、商工会・商工会議所や他の支援機関と
連携し、経営状況の分析・診断を行い、経営計画の策
定、計画実践に向けた指導等の伴走型支援を実施する
。
このため、受託者は、経営に関しての専門的知識や経
験を有し、かつ、県内中小企業の実情を十分理解して
いる専門家を県内全域の指導対象者の状況に応じて、
その対応結果を取り纏めることで、事業計画策定支援
等への対応が可能であることが必要である。
一般社団法人長崎県中小企業診断士協会は、県内各地
で活動する中小企業診断士（中小企業の経営課題に対
応するための診断・助言を行う専門家）が多数加盟し
ており、かつ、他県の中小企業診断士協会とのネット
ワークも有していることから、当該業務を効率的かつ
専門的に実施できる唯一の相手先である。

第167条の2第1項
第2号

148
産業労働部 経営支援課 2022年

  9月6日
令和4年度長崎県サービス産業経営体質強化事
業（R4スキーム）業務委託 34,524,600

長崎市出島町2番11号
公益財団法人　長崎県産業振
興財団
理事長　廣田　義美

　当該業務は、県内金融機関や商工団体等が連携しな
がら事業者の成長を後押しする仕組み作りを大きな目
的としている。
　このためには、支援先事業者の経営状況の診断や分
析、事業計画の策定支援、実践に向けた協業先とのマ
ッチング等をきめ細やかに行う必要があり、さらに、
その支援ノウハウを地域に蓄積していくことが重要で
ある。
　長崎県産業振興財団は、県内中小事業者の中核的支
援機関として、コーディネート機能を有するとともに
、これまでさまざまなマッチング等の事業者支援の実
績を積んでいる。
　また、公益財団法人として、中立的な立場から様々
な関係機関と連携しながら、中核的支援機関として機
動的に業務を実施することが可能である。
　このように、県と密接に連携し、将来的な県内の事
業者支援の仕組み作りを目指しながら、具体的な支援
を行っていく当該業務の委託先として、長崎県産業振
興財団が最適である。

第167条の2第1項
第2号

149
産業労働部 若者定着課 2022年

  4月1日
ながさき県内就職応援サイト「Ｎなび」保守管
理・改修業務委託 3,129,500

長崎市樺島町９－３　１Ｆ
株式会社データウェーブ
代表取締役　阿字野　仁

当該業務は、多くの個人情報を取扱うシステムの保守
管理・改修を行うものであり、障害対応等の迅速性が
求められることから、効率性・信頼性の両面から当該
業務を行える者はＮなびの開発、改修等を行いシステ
ムについて熟知している同社に特定される。

第167条の2第1項
第2号

150
産業労働部 若者定着課 2022年

  4月13日
県内就職促進情報掲載業務

8,250,000
長崎市茂里町3-1
株式会社　長崎新聞社
代表取締役社長　徳永英彦

株式会社長崎新聞社が発行する長崎新聞は、占有率が
県全体で約半数を占めており、同紙に折り込まれる情
報紙ＮＲは趣旨およびメインターゲットが、本事業と
類似していることから、ＮＲの一部に県内就職促進情
報を掲載することで、効率的に事業を実施することが
できる。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。
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地方自治法施行令

適用条項

151
産業労働部 若者定着課 2022年

  4月27日
学生サークル運営業務委託

8,437,000
長崎市出島町１１－１
株式会社長崎国際テレビ
代表取締役社長　袴田　直希

本業務は長崎県にゆかりのある学生を中心とした学生
サークルを運営するものであり、令和2年度において
プロポーザルにより企画提案審査を実施し、契約業者
を決定したところである。令和3年度も同契約業者に
よりサークル運営を継続しており、令和4年度におい
ても同サークルを継続運営する予定であることから、
同契約業者と随意契約を行う。

第167条の2第1項
第2号

152
産業労働部 若者定着課 2022年

  6月6日
県内就職促進番組制作等業務委託

3,300,000
長崎市金屋町１－７
株式会社テレビ長崎
代表取締役社長　宮前周司

民放テレビ局の既存のコンテンツの活用を必須とする
ため、契約相手方が県内民放テレビ局４局に限定され
る。また、県民の興味・関心を引き出すための構成や
表現方法等については、県が指定した仕様によるもの
よりも、民放テレビ局の持つ実績や提案力を活かした
企画を採用することが適当であり、競争入札には適さ
ない。したがってプロポーザルによる企画提案審査を
実施して契約業者を決定する必要がある。

第167条の2第1項
第2号

153
産業労働部 若者定着課 2022年

  6月15日
県内就職促進番組制作等業務委託

3,146,000
長崎市茂里町３番２号
長崎文化放送株式会社
代表取締役社長　壹岐　正

民放テレビ局の既存のコンテンツの活用を必須とする
ため、契約相手方が県内民放テレビ局４局に限定され
る。また、県民の興味・関心を引き出すための構成や
表現方法等については、県が指定した仕様によるもの
よりも、民放テレビ局の持つ実績や提案力を活かした
企画を採用することが適当であり、競争入札には適さ
ない。したがってプロポーザルによる企画提案審査を
実施して契約業者を決定する必要がある。

第167条の2第1項
第2号

154
産業労働部 若者定着課 2022年

  6月21日
大手就職ナビサイト等を活用した県内就職情報
発信業務委託 5,500,000

東京都千代田区一ツ橋一丁目
１番１号
株式会社　マイナビ
代表取締役社長執行役員　土
屋　芳明

　県外大学へ進学した本県出身学生の連絡先をほとん
ど把握できていない現状の中、大学生の多くが登録し
ている大手就職ナビサイトを活用することで、県が実
施するオンライン企業説明会等の就活イベントや就職
支援情報などをダイレクトに県外大学生等に提供する
もの。　
　本事業のターゲットである県外大学に進学した本県
出身大学生等への県内就職支援情報や県内企業情報の
発信については、ダイレクトメッセージやＤＭ（郵送
）の送付や特設ページの開設などが想定されるが、各
社様々なツールを有しているとともに、対象とする学
生をよりきめ細かにセグメントを行い、ピンポイント
で情報提供する仕組みについては、県が指定した仕様
によるものよりも、民間事業者のソリューションやノ
ウハウを活用した企画提案を採用することが適当であ
り、競争入札には適さないため。

第167条の2第1項
第2号

155
産業労働部 若者定着課 2022年

  6月27日
離島・半島高校生インターンシップ推進事業業
務委託 3,088,386

長崎市大黒町３－１
長崎県営バス観光株式会社
代表取締役社長　太田　彰幸

離島･半島高校は、区域内における企業が限られ、イ
ンターンシップなど県内企業での就業体験の機会が少
ないことなどから、従来から県外への就職者が多い。
このため、本土地区で様々な職種でのインターンシッ
プを体験する機会を提供し、就業意識の向上と併せ、
県内企業への関心を高める。
そのため一般競争入札を行ったが、入札者が無かった
ため、地方自治法施行令第167条の2第１項第８号
の規定により随意契約を行った。

第167条の2第1項
第8号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。









別紙 所属名 窯業技術センター

   契約日 令和５年３月３０日

   契約の名称  窯業技術センターで使用する電力

  基本料金 2,142.78円／kw

  電力量料金 夏季   13.37円／kwh

       

        その他季 12.44円／kwh



別紙

  部局・所属名：産業労働部 新産業創造課

  契約日：令和５年３月24日

  契約の名称：電気工事士免状交付等業務委託

委託内容の区分 交付 再交付 書換え

１件当たりの

処理単価

第一種電気工事士免状 4,235円 1,815円 1,397円

第二種電気工事士免状 3,608円 1,815円 1,397円
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